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１. 14年  3月期の連結業績（平成 13年 4月 1日 ～ 平成 14年 3月 31日）
(1)連結経営成績

　　　 売    上    高 　　　　  営  業  利  益 　　　　経  常  利  益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

14年  3月期 1,311,934 △ 2.2 72,242 △ 15.9 74,775 △ 19.0

13年  3月期 1,342,035 4.3 85,941 0.1 92,349 5.0

         当期純利益
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり当
期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資 本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

14年  3月期 15,609 △ 53.3 20.55 20.53 1.7 5.1 5.7

13年  3月期 33,409 △ 14.4 43.99 43.45 3.6 6.3 6.9
(注)①持分法投資損益 14年  3月期            △210 百万円          13年  3月期              128 百万円

     ②期中平均株式数（連結）　14年  3月期   759,464,998 株　　　13年  3月期   759,478,342 株

     ③会計処理の方法の変更 無

     ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)連結財政状態
       　総  資  産         　株  主  資　本        株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

14年  3月期 1,432,458 946,998 66.1 1,246.99

13年  3月期 1,489,871 939,441 63.1 1,236.96

(注)期末発行済株式数（連結）　14年  3月期   759,425,855 株　　　13年  3月期   759,478,209 株

(3)連結キャッシュ･フローの状況
　　　営業活動による 　　　　投資活動による 　　　財務活動による 　現金及び現金同等物
　　　キャッシュ・フロー 　　　　キャッシュ・フロー 　　　キャッシュ・フロー 　　期　末　残　高

百万円 百万円 百万円 百万円

14年  3月期 133,830 △ 79,563 △ 25,594 189,615

13年  3月期 116,728 △ 118,560 △ 29,643 157,078

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数  60　社   持分法適用非連結子会社数　0　社   持分法適用関連会社数　10　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）10　社  （除外）1　社   持分法（新規）1　社  （除外）　0　社

２. 15年  3月期の連結業績予想（ 平成 14年 4月 1日  ～  平成 15年 3月 31日 ）
　 　　　売　　上　　高 　　　　 経　常　利　益 　　当　期　純　利　益

百万円 百万円 百万円

中間期 666,000 37,500 15,000

通　　期 1,353,000 77,500 37,000

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）    48 円 72 銭 

※　上記の予想には、本資料の発表日現在の将来に関する前提・見通し・計画に基づく予測が含まれております。
　　　当社の事業を取り巻く経済情勢、市場の動向、為替の変動等にかかわるリスクや不確定要因により実際の

　　　業績が記載の予想数値と異なる可能性があります。

大 日 本 印 刷 株 式 会 社
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( )

１．１．１．１．企 業 集 団 の 状 況企 業 集 団 の 状 況企 業 集 団 の 状 況企 業 集 団 の 状 況

ＤＮＰグループは、当社及び子会社１１２社、関連会社１０社で構成され、主として印刷事業及び

清涼飲料製造事業を行っております。

当社グループの事業に係る位置づけ等は、次のとおりです。

【印 刷 事 業】

印刷及びその関連品目は、情報メディア（教科書、一般書籍、週刊・月刊・季刊等の雑誌類、広告

宣伝物、有価証券類、事務用帳票類、カード類、事務用機器及びシステム、店舗及び広告宣伝媒体の

企画、設計、施工、監理など）、生活構材（容器及び包装資材、包装用機器及びシステム、建築内外装

資材など）、情報電子部材（電子精密部品、情報記録材など）に大別されます。

　　当事業においては、企画・制作・組版・製版・印刷・製本及び加工とこれらに関連する付帯事業の

ほか、印刷用材料・機器に係る事業活動を行っております。

　これらは、当社を中心として工程別・地域別に設けられた子会社等が、相互に連携しつつ１つの生産

体制を形成して製造に当っており、販売は大部分を当社が担当しております。

　［主な関係会社］

　　工　程　別

　　　（一 貫 製 造      ）　㈱アイ・エム・エス大日本、㈱エフ・ディー・ピー大日本、大日本印刷建材㈱、

大日本印刷テクノパック㈱、大日本印刷テクノパック関西㈱、大日本印刷

テクノパック横浜㈱、大日本印刷ファインエレクトロニクス㈱、大日本印刷

プレシジョンデバイス㈱、㈱ディー・エヌ・ピー・データテクノ、㈱ディー・

エヌ・ピー・メディアクリエイト関西、ディー・ティー・サーキットテクノロ

ジー㈱、ディー・ティー・ファインエレクトロニクス㈱

　　　　　　　　　　　　※ディー・エー・ピー・テクノロジー㈱

　企画・制作      　　大日本アート㈱、㈱大日本トータルプロセス市谷、㈱大日本トータルプロセス

組版・製版      　　ビーエフ、大日本ユニプロセス㈱、㈱ディー・エヌ・ピー・デジタルコム、

　　　　　　　　　㈱ディー・エヌ・ピー・メディアクリエイト

（印　　　　刷）　大日本オフセット㈱、㈱ディー・エヌ・ピー・グラフィカ、㈱マルチプリント

（製　　　　本）　大日本製本㈱、㈱大日本テクタス市谷

（加　　　　工）　㈱エスピー大日本、相模容器㈱、大日本カップ㈱、大日本樹脂㈱、大日本包装

㈱、大日本ポリマー㈱、大日本エリオ㈱

（関連付帯事業）　㈱ディー・エヌ・ピー・ロジスティクス、大日本開発㈱、㈱ダイレック、㈱デ

ィー・エヌ・ピー・ファシリティサービス、マイポイント・ドット・コム㈱
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地 域 別      

　（国内一貫製造）　北海道大日本印刷㈱、東北大日本印刷㈱、東海大日本印刷㈱、四国大日本印刷

㈱、九州大日本印刷㈱

　（海外製造・販売）　ダイニッポン・アイ・エム・エス（アメリカ）コーポレーション、ダイニッポ

ン・プリンティング・カンパニー（ホンコン）リミテッド、ディー・エヌ・

ピー・アメリカ・エル・エル・シー、ディー・エヌ・ピー・エレクトロニクス・

アメリカ・エル・エル・シー、ディー・エヌ・ピー・デンマーク・エー・エス、

テン・ワ・プレス（プライベート）リミテッド、ピー・ティー・ダイニッポン・

プリンティング・インドネシア

そ の 他      　　　　ザ・インクテック㈱（印刷インキの製造・販売）

　　　　　　　　　大日本商事㈱（印刷用紙・印刷関連機械の仕入・販売）

　　　　　　　　　㈱ディー・エヌ・ケー（印刷関連機械の製造・販売）

　　　　　　　　　ディー・エヌ・ピー・コーポレーション・ユー・エス・エー（事業会社への投資）

　　　　　　　　　ディー・エヌ・ピー・ホールディング（ユー・エス・エー）コーポレーション

（事業会社への投資）

【清涼飲料製造事業】

　　清涼飲料製造事業として、北海道コカ・コーラボトリング㈱を中心としてコーラ、ジュース類を製造・

販売しております。

　　なお、北海道コカ・コーラボトリング㈱は、東京証券取引所、札幌証券取引所に上場しております。

　（注）※ 持分法適用関連会社
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製品 製品製品製品・役務

製品

製品

製品

製品

役務等

原材料・機械等

製品

製品

　（注）　※　：持分法適用関連会社
　　　　ＤＮＰ：ダイニッポン・プリンティングの略称

以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりです。

［印　刷　事　業］［印　刷　事　業］［印　刷　事　業］［印　刷　事　業］ ［清涼飲料製造事業］［清涼飲料製造事業］［清涼飲料製造事業］［清涼飲料製造事業］

顧　　　　客

大 日 本 印 刷 ㈱大 日 本 印 刷 ㈱大 日 本 印 刷 ㈱大 日 本 印 刷 ㈱

（製造・販売）

一貫製造

㈱アイ・エム・エス大日本
㈱エフ・ディー・ピー大日本
大 日 本 印 刷 建 材 ㈱
大日本印刷テクノパック㈱
大日本印刷テクノパック関西㈱
大日本印刷テクノパック横浜㈱
大日本印刷ファインエレクトロニクス㈱
大日本印刷プレシジョンデバイス㈱
㈱ディー・エヌ・ピー・データテクノ
㈱ディー・エヌ・ピー・メディアクリエイト関西
ディー・ティー・サーキットテクノロジー㈱
ディー・ティー・ファインエレクトロニクス㈱
北 海 道 大 日 本 印 刷 ㈱
東 　 北 大 日 本 印 刷 ㈱
東 　 海 大 日 本 印 刷 ㈱
四 　 国 大 日 本 印 刷 ㈱
九 　 州 大 日 本 印 刷 ㈱
※ディー・エー・ピー・テクノロジー㈱
　　　　　（製造・販売）

ﾀﾞｲﾆｯﾎﾟﾝ IMS(ｱﾒﾘｶ)Corp.
D N P  C o . ( ﾎ ﾝ ｺ ﾝ ) L t d .
ディー・エヌ・ピー・アメリカ ＬＬＣ
ディー・エヌ・ピー・エレクトロニクス・アメリカ ＬＬＣ
ディー・エヌ・ピー・デンマークＡ／Ｓ
テン・ワ・プレス（Ｐｔｅ.）Ｌｔｄ．
Ｐ .Ｔ .Ｄ Ｎ Ｐ イ ン ド ネ シ ア

（製造･販売）

北海道コカ･コーラ
ボトリング㈱       

（製造・販売）

企画・制作・組版・製版

大 日 本 ア ー ト ㈱         　　　　　　　　㈱大日本トータルプロセス市谷
㈱大日本トータルプロセスビーエフ　大日本ユニプロセス㈱
㈱ディー・エヌ・ピー・デジタルコム
㈱ディー・エヌ・ピー・メディアクリエイト                     　　　　　　　　　　　　　　　　（製　造）

印　　刷

大日本オフセット㈱　　　　　　　　㈱ディー・エヌ・ピー・グラフィカ
㈱マルチプリント         　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（製　造）

製　　本

大 日 本 製 本 ㈱         　　　　　　　　㈱大日本テクタス市谷
（製　造）

加　　工

㈱エスピー大日本         　　　　　　　　相 模 容 器 ㈱         
大 日 本 カ ッ プ㈱         　　　　　　　　大 日 本 樹 脂 ㈱         
大 日 本 包 装 ㈱         　　　　　　　　大日本ポリマー㈱         
大日本エリオ㈱        　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（製　造）

関連付帯事業

㈱ディー・エヌ・ピー・ロジスティクス　大 日 本 開 発 ㈱         
㈱ ダ イ レ ッ ク         　　　　　　　　マイポイント・ドット・コム㈱
㈱ディー・エヌ・ピー・ファシリティサービス　　　　　　　 （役務提供・販売）

そ　の　他

ザ・インクテック㈱          （インキ製造・販売）　大日本商事㈱        （紙・その他の販売）
㈱ディー・エヌ・ケー（印刷機械の製造・販売）
ディー・エヌ・ピー・コーポレーションUSA（事業会社投資）　　　ディー・エヌ・ピー・ホールディングUSA（事業会社投資）

製品

【事 業 系 統 図】
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２．２．２．２．経 営 方 針経 営 方 針経 営 方 針経 営 方 針
（１）会社の経営の基本方針

　　　ＤＮＰグループは、「２１世紀の知的に活性化された豊かで創発的な社会に貢献していく」という経

営理念を掲げ、事業活動を行なっています。

創発とは、個々が刺激しあって、全体として新しい価値が生み出され、それがさらに個々を刺激

していくという状態を意味します。これからの２１世紀という時代は、ＩＴの進展により、多様な

価値観を持った人々がこれまで以上に相互に刺激し合い、新しい価値を創り出していくと考えられ、

まさに「創発的な社会」へと変化していくと予想しています。

こうした社会では、企業はさまざまな価値観を持った生活者の多様なニーズにタイムリーに応えて

いくことが何よりも求められます。

我々は、こうした社会の変化に対して、顧客の視点で新しいビジネスのカタチを作り出し、市場の

求めるモノやサービスを提供していくことで顧客の課題を解決し、顧客を成功に導くところに利益の

源泉があると考えています。

２１世紀を迎えた２００１年に、当社は創業１２５周年を迎え、「ＤＮＰグループ　２１世紀ビジョ

ン」を策定しました。その実現を目指したコンセプトワードは、「Ｐ＆ＩソリューションズＤＮＰ」で

す。このコンセプトワードの意味するものは、我々が長年培ってきた印刷技術（Printing　　Technology

＝Ｐ）と１９７０年代前半から取り組み、蓄積してきた情報技術（Information 　Technology＝Ｉ）

を融合させ、独自のソリューションを顧客に提供していくことです。このビジョンに基づいて事業領

域を拡大するとともに、新たな利益の源泉を創出して、新しい２１世紀という時代においても安定的

に成長していける確固たる経営基盤を確立していきます。

また、社員一人ひとりが「自立＆協働」、「スピード＆チャレンジ」の志をもって、それぞれがプロ

フェッショナルとして創発的に活動できるよう社内の制度や仕組みの見直しを進めます。そして、創

発的で活力のある企業文化への変革を推進して、２１世紀にふさわしい企業となることを目指してい

ます。

（２）会社の利益配分に関する基本方針

当社は、株主の皆様への利益還元を経営の重要政策と位置付けています。利益の配分については、

株主の皆様へ安定配当を行なうことを基本とし、業績と配当性向を勘案して実行していきます。また、

将来の事業展開に備えて、内部留保による財務体質の充実に努め、経営基盤の強化を図っていきます。

内部留保金については、財務体質の強化とあわせて、今後の新製品・新技術の研究開発にかかわる

投資、及び新規事業展開をはかるための設備投資への必要資金に充当いたします。

これらは将来にわたる会社の体質強化と利益の向上に寄与し、株主の皆様への利益の還元に貢献

するものと考えています。

当期の期末配当金については、１株につき９円とさせていただく予定です。中間配当金として、

９円をお支払いしていますので、当期の年間配当金は、１株につき１８円となります。この結果当期

の配当性向は２３９．９％となります。

次期は、中間配当金９円、期末配当金９円とさせていただく予定ですので、年間配当金は１８円と

なります。
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（３）投資単位の引き下げに関する考え方及び方針

株式投資単位の引き下げが、個人投資家の株式保有を促進する有効な施策であり、資本政策上の

重要課題であると考えています。

その実施については、投資家に対するＩＲ活動の一層の充実を図るとともに、株式市場の動向や

投資単位の趨勢などを総合的に判断して検討していきます。

（４）中長期的な会社の経営戦略

ＤＮＰグループは、２１世紀ビジョンに基づいて、「モノづくりソリューション」と「ビジネス･デ

ザイン･ソリューション」の２つのソリューションにより、顧客に新たな価値と利益を提供できるよう

事業構造改革を進めていきます。また、既存事業の見直しやコスト構造改革についても引き続き強力

に推進していきます。

「モノづくりソリューション」では、従来型の製品受注や生産にとらわれず、製品とサービスを組

み合わせた、顧客の視点に立った新しい発想のモノづくりを目指し、事業領域を拡大していきます。

「ビジネス･デザイン･ソリューション」では、ＤＮＰ独自のビジネスモデルを構築して、ライセン

ス料やトランザクション収入を獲得するような、これまでにない利益の源泉を創出していきます。

同時に、既存分野については、我々のビジネスを構成する事業や製品の収益性の観点から、不採算

部門や低収益な製品については、事業そのものの見直しを行ないます。一方、戦略的な分野について

は選択と集中による経営資源の重点的な配分を行ない、経営の効率を高めていきます。

「コスト構造改革」については、グループを挙げた徹底したコストの低減を図っていきます。具体

的には、原材料購入の電子調達化による購買業務の改善や厳密な予算管理に基づく間接経費の削減を

進めるとともに、生産部門における歩留まり率の向上やリードタイムの短縮などに取り組んでいきま

す。また、人員については、最適な配置を行ない生産性の向上を図るほか、新規採用を抑制してスリ

ム化を図ります。

また、設備投資に関しては、保有設備の最大活用を前提として、投資効率を高めていきます。

我々は、経営の効率を高めていくため、経営指標としてＲＯＡの向上を目指しています。具体的に

は、２００４年３月期には、経常利益ベースのＲＯＡを８％に引き上げることを目標としています。
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３．３．３．３．経 営 成 績 及 び 財 政 状 態経 営 成 績 及 び 財 政 状 態経 営 成 績 及 び 財 政 状 態経 営 成 績 及 び 財 政 状 態
（１）当期及び次期の業績の概況

当期のわが国経済は、民間設備投資の減少や個人消費の低迷など国内需要の落ち込みに加えて、米

国経済の減速などから企業収益が大幅に悪化するなど、一段と深刻さを増しました。

このような情勢のもと、ＤＮＰグループは積極的な営業活動を展開するとともに、「事業構造改革」

と「コスト構造改革」の２つの改革を強力に推進しましたが、民間需要の落ち込みや、企業間の競争

激化などの影響を受け、経営環境は非常に厳しいものとなりました。

その結果、当期の連結売上高は１兆３，１１９億円（前期比 2.2％減）、連結当期純利益は１５６億

円（前期比 53.3％減）となりました。

印刷事業に関しては、景気後退や企業間競争激化による単価の下落など、厳しい経営環境が続きま

した。

情報メディア部門では、書籍・定期刊行物関連は、出版市場の低迷から週刊誌、月刊誌がともに減

少し、商業印刷物関連は、チラシ、パンフレットやＰＯＰ・プレミアムなどの販促物が減少しました。

ビジネスフォーム関連は、パーソナルメールなどのＩＰＳは大幅に増加しましたが、プリペイドカー

ドが不振で、部門全体では前年を下回りました。

生活構材部門では、包装関連は、一般紙器やプラスチック容器が減少し、建材関連は、輸出製品が

好調な一方で、国内住宅需要の減少により前年を下回り、部門全体でも減少しました。

情報電子部材部門では、エレクトロニクス関連は、カラーフィルター、フォトマスク、プロジェク

ションスクリーンは増加しましたが、シャドウマスクが大きく減少しました。情報記録材関連は、普

通紙ファクシミリ用インクリボン、カラープリンター用インクリボンがともに減少し、部門全体で前

年を下回りました。

その結果、印刷事業の売上高は、１兆２，３８８億円（前期比 2.3％減）となりました。

一方、清涼飲料製造事業に関しては、業界全般では茶系飲料の販売は堅調であったものの、量販店

を中心とした低価格競争や販売促進競争がますます熾烈になるなか、とりわけ北海道では最盛期の

需要が天候不順の影響もあって低下し、市場環境は一段と深刻さを増しました。

このような中、販売面においては、多様化する消費者ニーズに対応した新製品、新パッケージを

市場に投入するとともに、ジョージア「明日があるさ」などの広告キャンペーンの展開や、コカ・

コーラ「桑田佳祐X’mas　LIVE　In札幌」ペアチケットプレゼント等のプロモーションの実施など、

積極的な販売活動を展開しました。

また、生産面においても、引続き生産性の向上と省力化につとめるとともに、ボトラー各社に先駆

けて紙パック製品の生産設備を導入しました。

その結果、清涼飲料製造事業の売上高は、７３０億円（前期比 0.7％減）となりました。

なお、当期の連結キャッシュ・フローについては                    、営業活動によるキャッシュ・フローが                  、

１，３３８億円の増加（前期は１，１６７億円の増加）となりました。 投資活動におけるキャッシュ

・フローは固定資産の取得などに伴い、７９５億円の減少（前期は１，１８５億円の減少）となり、

財務活動によるキャッシュ・フローの減少２５５億円（前期は２９６億円の減少）を加味し、当期末

の現金及び現金同等物の残高は１，８９６億円と前期に比べ３２５億円の増加となりました。
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（２）次期の見通し

今後の見通しについては、一部に明るい兆しも見られますが、設備投資や個人消費の動向は予断を

許さず、景気の先行きは、依然として厳しい状況が続くことが予想されます。

印刷業界においても、既存市場の成長鈍化に伴う競争の激化により、厳しい経営環境が続くものと

思われます。

ＤＮＰグループは、２１世紀ビジョンの具現化に向けて、「事業構造改革」と「コスト構造改革」を

引続き強力に推進して、市場の変化に迅速に対応し、徹底した効率化、合理化を進めていきます。

現段階では次期の連結売上高は １兆３，５３０億円、連結当期純利益は ３７０億円を見込んでい

ます。
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４．４．４．４．連 結 財 務 諸 表 等連 結 財 務 諸 表 等連 結 財 務 諸 表 等連 結 財 務 諸 表 等

比 較 連 結 貸 借 対 照 表比 較 連 結 貸 借 対 照 表比 較 連 結 貸 借 対 照 表比 較 連 結 貸 借 対 照 表                                                

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

科　　　　　目
当連結会計年度
(１４.３.３１現在)

前 連 結 会計年度
(１３.３.３１現在)

増　　　減

【 資 産 の 部 】【 資 産 の 部 】【 資 産 の 部 】【 資 産 の 部 】

流 動 資 産流 動 資 産流 動 資 産流 動 資 産 （　　　６９０，０１０（　　　６９０，０１０（　　　６９０，０１０（　　　６９０，０１０    ）））） （　　　７２１，３４７（　　　７２１，３４７（　　　７２１，３４７（　　　７２１，３４７    ）））） （　　△　３１，３３７（　　△　３１，３３７（　　△　３１，３３７（　　△　３１，３３７    ））））

現 金 及 び 預 金 １８９，９１３ １８７，４５９ ２，４５４

受取手形及び売掛金 ４１１，３３６ ４３３，４１７ △　２２，０８１

有 価 証 券 ３，１６５ ２，０２０ １，１４５

棚 卸 資 産 ７６，４０１ ８５，９３１ △　　９，５３０

繰 延 税 金 資 産 ７，６０３ ９，０４８ △　　１，４４５

そ の 他 の 流 動 資 産 ７，３９８ ９，２７８ △　　１，８８０

貸 倒 引 当 金 △　　５，８０６ △　　５，８０６ ０

固 定 資 産固 定 資 産固 定 資 産固 定 資 産 （　　　７４２，４４８（　　　７４２，４４８（　　　７４２，４４８（　　　７４２，４４８    ）））） （　　　７６８，５２４（　　　７６８，５２４（　　　７６８，５２４（　　　７６８，５２４    ）））） （　　△　２６，０７６（　　△　２６，０７６（　　△　２６，０７６（　　△　２６，０７６    ））））

（（（（有 形 固 定 資 産有 形 固 定 資 産有 形 固 定 資 産有 形 固 定 資 産                                ）））） （　　　５４３，９６２（　　　５４３，９６２（　　　５４３，９６２（　　　５４３，９６２    ）））） （　　　５６１，０１７（　　　５６１，０１７（　　　５６１，０１７（　　　５６１，０１７    ）））） （　　△　１７，０５５（　　△　１７，０５５（　　△　１７，０５５（　　△　１７，０５５    ））））

建 物 及 び 構 築 物 １８３，０４５ １９０，１７３ △　　７，１２８

機械装置及び運搬具 ２１０，７７１ ２３０，３１１ △　１９，５４０

土 地 １１４，０９６ １０５，１７６ ８，９２０

建 設 仮 勘 定 ９，３２７ ６，８７３ ２，４５４

その他の有形固定資産 ２６，７２３ ２８，４８４ △　　１，７６１

（（（（無 形 固 定 資 産無 形 固 定 資 産無 形 固 定 資 産無 形 固 定 資 産                                ）））） （　　　　２２，２１０（　　　　２２，２１０（　　　　２２，２１０（　　　　２２，２１０    ）））） （　　　　２２，６２０（　　　　２２，６２０（　　　　２２，６２０（　　　　２２，６２０    ）））） （　　△　　　　４１０（　　△　　　　４１０（　　△　　　　４１０（　　△　　　　４１０    ））））

ソ フ ト ウ ェ ア １７，８３４ １６，８９６ ９３８

その他の無形固定資産 ４，３７６ ５，７２４ △　　１，３４８

（投資その他の資産）（投資その他の資産）（投資その他の資産）（投資その他の資産） （　　　１７６，２７６（　　　１７６，２７６（　　　１７６，２７６（　　　１７６，２７６    ）））） （　　　１８４，８８７（　　　１８４，８８７（　　　１８４，８８７（　　　１８４，８８７    ）））） （　　△　　８，６１１（　　△　　８，６１１（　　△　　８，６１１（　　△　　８，６１１    ））））

投 資 有 価 証 券 １２６，９３１ １４８，７５８ △　２１，８２７

長 期 貸 付 金 ５，６８３ ４，８１２ ８７１

繰 延 税 金 資 産 ２９，７９７ １４，３８８ １５，４０９

その他の投資その他の資産 １９，３３０ １９，８５９ △　　　　５２９

貸 倒 引 当 金 △　　５，４６５ △　　２，９３０ △　　２，５３５

資 産 合 計資 産 合 計資 産 合 計資 産 合 計                                １，４３２，４５８１，４３２，４５８１，４３２，４５８１，４３２，４５８ １，４８９，８７１１，４８９，８７１１，４８９，８７１１，４８９，８７１ △　５７，４１３△　５７，４１３△　５７，４１３△　５７，４１３
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

科　　　　　目
当連結会計年度
(１４.３.３１現在)

前 連 結 会計年度
(１３.３.３１現在)

増　　　減

【 負 債 の 部 】【 負 債 の 部 】【 負 債 の 部 】【 負 債 の 部 】

流 動 負 債流 動 負 債流 動 負 債流 動 負 債                                （　　　３８１，６７８（　　　３８１，６７８（　　　３８１，６７８（　　　３８１，６７８    ）））） （　　　４３６，０９３（　　　４３６，０９３（　　　４３６，０９３（　　　４３６，０９３    ）））） （　△　５４，４１５（　△　５４，４１５（　△　５４，４１５（　△　５４，４１５    ））））

支払手形及び買掛金 ２６１，９２０ ２９５，７０７ △　３３，７８７

短 期 借 入 金 １０，９４３ １６，８７０ △　　５，９２７

一年以内返済長期借入金 ７７８ １，１０１ △　　　　３２３

一年以内償還転換社債 １９，１８１ － １９，１８１

未 払 法 人 税 等 １２，４７５ ２２，２７８ △　　９，８０３

賞 与 引 当 金 １２，３６９ １４，３５６ △　　１，９８７

そ の 他 の 流 動 負 債 ６４，０１２ ８５，７８１ △　２１，７６９

固 定 負 債固 定 負 債固 定 負 債固 定 負 債                                （　　　７９，０１３（　　　７９，０１３（　　　７９，０１３（　　　７９，０１３    ）））） （　　　　８６，０１２（　　　　８６，０１２（　　　　８６，０１２（　　　　８６，０１２    ）））） （　△　　６，９９９（　△　　６，９９９（　△　　６，９９９（　△　　６，９９９    ））））

転 換 社 債 ２９，６６３ ４８，８４４ △　１９，１８１

長 期 借 入 金 ４，０６７ ４，４９６ △　　　　４２９

繰 延 税 金 負 債 １６２ ６７ ９５

退 職 給 付 引 当 金 ４４，３３５ ３２，６０５ １１，７３０

連 結 調 整 勘 定 ７８６ － ７８６

負 債 合 計負 債 合 計負 債 合 計負 債 合 計                                ４６０，６９１４６０，６９１４６０，６９１４６０，６９１ ５２２，１０５５２２，１０５５２２，１０５５２２，１０５ △　６１，４１４△　６１，４１４△　６１，４１４△　６１，４１４

【【【【少 数 株 主 持 分少 数 株 主 持 分少 数 株 主 持 分少 数 株 主 持 分                                】】】】

少 数 株 主 持 分少 数 株 主 持 分少 数 株 主 持 分少 数 株 主 持 分 ２４，７６９２４，７６９２４，７６９２４，７６９ ２８，３２５２８，３２５２８，３２５２８，３２５ △　　３，５５６△　　３，５５６△　　３，５５６△　　３，５５６

【 資 本 の 部 】【 資 本 の 部 】【 資 本 の 部 】【 資 本 の 部 】
資 本 金資 本 金資 本 金資 本 金 １１４，４６４１１４，４６４１１４，４６４１１４，４６４ １１４，４６４１１４，４６４１１４，４６４１１４，４６４ －－－－

資 本 準 備 金資 本 準 備 金資 本 準 備 金資 本 準 備 金 １４４，８９８１４４，８９８１４４，８９８１４４，８９８ １４４，８９８１４４，８９８１４４，８９８１４４，８９８ －－－－

連 結 剰 余 金連 結 剰 余 金連 結 剰 余 金連 結 剰 余 金 ６８８，４９１６８８，４９１６８８，４９１６８８，４９１ ６８５，７６０６８５，７６０６８５，７６０６８５，７６０ ２，７３１２，７３１２，７３１２，７３１

その他有価証券評価差額金その他有価証券評価差額金その他有価証券評価差額金その他有価証券評価差額金 １，６２５１，６２５１，６２５１，６２５ －－－－ １，６２５１，６２５１，６２５１，６２５

為 替 換 算 調 整 勘 定為 替 換 算 調 整 勘 定為 替 換 算 調 整 勘 定為 替 換 算 調 整 勘 定 △　　２，４０９△　　２，４０９△　　２，４０９△　　２，４０９ △　　５，６７８△　　５，６７８△　　５，６７８△　　５，６７８ ３，２６９３，２６９３，２６９３，２６９

自 己 株 式自 己 株 式自 己 株 式自 己 株 式 △　　　　　７１△　　　　　７１△　　　　　７１△　　　　　７１ △　　　　　　３△　　　　　　３△　　　　　　３△　　　　　　３ △　　　　　６８△　　　　　６８△　　　　　６８△　　　　　６８

資 本 合 計資 本 合 計資 本 合 計資 本 合 計                                ９４６，９９８９４６，９９８９４６，９９８９４６，９９８ ９３９，４４１９３９，４４１９３９，４４１９３９，４４１ ７，５５７７，５５７７，５５７７，５５７

負 債 、 少 数 株 主 持 分負 債 、 少 数 株 主 持 分負 債 、 少 数 株 主 持 分負 債 、 少 数 株 主 持 分
及 び 資 本 合 計及 び 資 本 合 計及 び 資 本 合 計及 び 資 本 合 計

１，４３２，４５８１，４３２，４５８１，４３２，４５８１，４３２，４５８ １，４８９，８７１１，４８９，８７１１，４８９，８７１１，４８９，８７１ △　５７，４１３△　５７，４１３△　５７，４１３△　５７，４１３



－10－

比 較 連 結 損 益 計 算 書比 較 連 結 損 益 計 算 書比 較 連 結 損 益 計 算 書比 較 連 結 損 益 計 算 書                                                

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

科　　　　目 当 連 結 会 計 年 度
（１３．４．１～１４．３．３１）

前 連 結 会 計 年 度
（１２．４．１～１３．３．３１）

増　　　減

売 上 高 １，３１１，９３４ １，３４２，０３５ △　３０，１０１

売 上 原 価 １，０７１，１６３ １，０９１，３８６ △　２０，２２３

売 上 総 利 益 ２４０，７７１ ２５０，６４９ △　　９，８７８

販売費及び一般管理費 １６８，５２９ １６４，７０８ ３，８２１

営 業 利 益 ７２，２４２ ８５，９４１ △　１３，６９９

営 業 外 収 益 （　　　　１０，３８３ ） （　　　　１６，７３４ ） （　△　　６，３５１ ）

受取利息及び配当金 ２，５９７ ３，１０３ △　　　　５０６

持分法による投資利益 － １２８ △　　　　１２８

その他の営業外収益 ７，７８６ １３，５０３ △　　５，７１７

営 業 外 費 用 （　　　　　７，８５０ ） （　　　　１０，３２６ ） （　△　　２，４７６ ）

支 払 利 息 １，４５８ １，４９９ △　　　　　４１

持分法による投資損失 ２１０ － ２１０

その他の営業外費用 ６，１８２ ８，８２７ △　　２，６４５

経 常 利 益 ７４，７７５ ９２，３４９ △　１７，５７４

特 別 利 益 （　　　　　　　９７４ ） （　　　　１３，４７２ ） （　△　１２，４９８ ）

固 定 資 産 売 却 益 ４６４ ３５３ １１１

投資有価証券売却益 ３５６ ５８７ △　　　　２３１

投資評価引当金取崩額 － ９２５ △　　　　９２５

退職給付信託設定益 － １１，３１７ △　１１，３１７

関 係 会 社 清 算 益 １５４ ２９０ △　　　　１３６

特 別 損 失 （　　　　４９，５９９ ） （　　　　３６，７０５ ） （　　　１２，８９４ ）

固定資産売除却損 １１，１８６ ６，２５０ ４，９３６

投資有価証券売却損 ８０７ １５７ ６５０

投資有価証券評価損 ３０，８０６ ３，３４４ ２７，４６２

関係会社株式評価損 ６４ ９５３ △　　　　８８９

ゴルフ会員権評価損 ８６ ２４８ △　　　　１６２
ゴルフ会員権等貸倒引当金繰入額 ３９１ ７６３ △　　　　３７２

退職給付引当金繰入額 ６，０６５ ２１，４９０ △　１５，４２５

従業員臨時退職金 １９４ ６８４ △　　　　４９０

関 係 会 社 清 算 損 － ２，８１６ △　　２，８１６

税金等調整前当期純利益 ２６，１５０ ６９，１１６ △　４２，９６６

法人税、住民税及び事業税 ２５，４７２ ３７，０７７ △　１１，６０５

法 人 税 等 調 整 額 △　１５，１３７ △　　２，７８４ △　１２，３５３

少 数 株 主 利 益 ２０６ １，４１４ △　　１，２０８

当 期 純 利 益 １５，６０９ ３３，４０９ △　１７，８００



－11－

比較連結剰余金計算書比較連結剰余金計算書比較連結剰余金計算書比較連結剰余金計算書                                                

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

科　　　　　　目 当 連 結 会 計 年 度
（１３．４．１～１４．３．３１）

前 連 結 会 計 年 度
（１２．４．１～１３．３．３１）

増　　　減

連結剰余金期首残高連結剰余金期首残高連結剰余金期首残高連結剰余金期首残高 （　　　６８５，７６０（　　　６８５，７６０（　　　６８５，７６０（　　　６８５，７６０    ）））） （　　　６６６，２８７（　　　６６６，２８７（　　　６６６，２８７（　　　６６６，２８７    ）））） （　　　　１９，４７３（　　　　１９，４７３（　　　　１９，４７３（　　　　１９，４７３    ））））

連 結 剰 余 金 増 加 高連 結 剰 余 金 増 加 高連 結 剰 余 金 増 加 高連 結 剰 余 金 増 加 高 （　　　　　１，１４５（　　　　　１，１４５（　　　　　１，１４５（　　　　　１，１４５    ）））） （　　　　　　　　１３（　　　　　　　　１３（　　　　　　　　１３（　　　　　　　　１３    ）））） （　　　　　１，１３２（　　　　　１，１３２（　　　　　１，１３２（　　　　　１，１３２    ））））

連結の範囲変更による
剰 余 金 増 加 高

１，１４５ － １，１４５

持分法範囲変更による
剰 余 金 増 加 高

－ １３ △　　　　　　１３

連 結 剰 余 金 減 少 高連 結 剰 余 金 減 少 高連 結 剰 余 金 減 少 高連 結 剰 余 金 減 少 高 （　　　　１４，０２３（　　　　１４，０２３（　　　　１４，０２３（　　　　１４，０２３    ）））） （　　　　１３，９４９（　　　　１３，９４９（　　　　１３，９４９（　　　　１３，９４９    ）））） （　　　　　　　　７４（　　　　　　　　７４（　　　　　　　　７４（　　　　　　　　７４    ））））

配 当 金 １３，６７０ １３，６７０ ０

役 員 賞 与 ２２３ ２３０ △　　　　　　　７

連結の範囲変更による
剰 余 金 減 少 高

１３０ ４９ ８１

当 期 純 利 益当 期 純 利 益当 期 純 利 益当 期 純 利 益 （　　　　１５，６０９（　　　　１５，６０９（　　　　１５，６０９（　　　　１５，６０９    ）））） （　　　　３３，４０９（　　　　３３，４０９（　　　　３３，４０９（　　　　３３，４０９    ）））） （　△　　１７，８００（　△　　１７，８００（　△　　１７，８００（　△　　１７，８００    ））））

連結剰余金期末残高連結剰余金期末残高連結剰余金期末残高連結剰余金期末残高 （　　　６８８，４９１（　　　６８８，４９１（　　　６８８，４９１（　　　６８８，４９１    ）））） （　　　６８５，７６０（　　　６８５，７６０（　　　６８５，７６０（　　　６８５，７６０    ）））） （　　　　　２，７３１（　　　　　２，７３１（　　　　　２，７３１（　　　　　２，７３１    ））））



－12－

比較連結キャッシュ比較連結キャッシュ比較連結キャッシュ比較連結キャッシュ・フロー計算書・フロー計算書・フロー計算書・フロー計算書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

項　　　　　　　　　目 当連結会計年度
（１３．４．１～１４．３．３１）

前連結会計年度
（１２．４．１～１３．３．３１）

増　　　減

　営業活動によるキャッシュ　営業活動によるキャッシュ　営業活動によるキャッシュ　営業活動によるキャッシュ・フロー・フロー・フロー・フロー
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 ２６，１５０ ６９，１１６ △　４２，９６６
減 価 償 却 費 ９４，８７０ ９４，３１２ ５５８
貸 倒 引 当 金 の 増 減 額 ２，４０５ △　　２，３８０ ４，７８５
退 職 給 付 引 当 金 の 増 加 額 １１，６７６ ３２，６０５ △　２０，９２９
退 職 給 与 引 当 金 の 減 少 額 　　　　　　　 － △　２５，９８７ ２５，９８７
持 分 法 投 資 損 益 ２１０ △　　　　１２８ ３３８
連 結 調 整 勘 定 償 却 額 △　　　　　４０ ５５ △　　　　　９５
受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △　　２，５９７ △　　３，１０３ ５０６
支 払 利 息 １，４５８ １，４９９ △　　　　　４１
投 資 有 価 証 券 売 却 損 益 ４５１ △　　　　４３０ ８８１
投 資 有 価 証 券 評 価 損 ３０，８０６ ３，３４４ ２７，４６２
関 係 会 社 株 式 評 価 損 ６４ ９５３ △　　　　８８９
有 形 固 定 資 産 売 除 却 損 １０，７２２ ５，８９７ ４，８２５
退職給付信託有価証券の設定額 　　　　　　　 － １５，４３２ △　１５，４３２
退 職 給 付 信 託 設 定 益 　　　　　　　 － △　１１，３１７ １１，３１７
売 上 債 権 の 増 減 額 ２５，８６６ △　３６，２６６ ６２，１３２
棚 卸 資 産 の 増 減 額 １０，７４５ △　　８，４５４ １９，１９９
仕 入 債 務 の 増 減 額 △　３９，６１５ ３，０３５ △　４２，６５０
そ の 他 △　　３，８７４ １６，５０９ △　２０，３８３

小　　　　　　　　計 １６９，２９７ １５４，６９２ １４，６０５
従業員臨時退職金の支払額 △　　　　１９４ △　　　　６８４ ４９０
法 人 税 等 の 支 払 額 △　３５，２７３ △　３７，２８０ ２，００７
営業活動によるキャッシュ営業活動によるキャッシュ営業活動によるキャッシュ営業活動によるキャッシュ・フロー・フロー・フロー・フロー １３３，８３０１３３，８３０１３３，８３０１３３，８３０ １１６，７２８１１６，７２８１１６，７２８１１６，７２８ １７，１０２１７，１０２１７，１０２１７，１０２

　投資活動によるキャッシュ　投資活動によるキャッシュ　投資活動によるキャッシュ　投資活動によるキャッシュ・フロー・フロー・フロー・フロー
短 期 投 資 の 純 増 減 額 ３２，０８２ △　３０，６４２ ６２，７２４
有価証券の取得による支出 △　　　　１７９ △　　　　２２０ ４１
有価証券の売却による収入 １，９２２ ２７５ １，６４７
有形固定資産の取得による支出 △１００，３８５ △　７４，２２５ △　２６，１６０
有形固定資産の売却による収入 ２，４３０ １，３４６ １，０８４
投資有価証券の取得による支出 △　１５，２１０ △　　７，２２５ △　　７，９８５
投資有価証券の売却等による収入 ４，１１６ １，７７６ ２，３４０
利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 ２，５９７ ２，１１７ ４８０
そ の 他 △　　６，９３６ △　１１，７６２ ４，８２６
投資活動によるキャッシュ投資活動によるキャッシュ投資活動によるキャッシュ投資活動によるキャッシュ・フロー・フロー・フロー・フロー △　７９，５６３△　７９，５６３△　７９，５６３△　７９，５６３ △１１８，５６０△１１８，５６０△１１８，５６０△１１８，５６０ ３８，９９７３８，９９７３８，９９７３８，９９７

　財務活動によるキャッシュ　財務活動によるキャッシュ　財務活動によるキャッシュ　財務活動によるキャッシュ・フロー・フロー・フロー・フロー
短 期 借 入 金 の 純 増 減 額 △　　６，６１９ ３，６７４ △　１０，２９３
長 期 借 入 れ に よ る 収 入 ３１３ ３，７５４ △　　３，４４１
長期借入金の返済による支出 △　　１，１２２ △　　１，５４９ ４２７
転換社債の償還による支出 　　　　　　　 － △　１９，８９６ １９，８９６
利 息 の 支 払 額 △　　１，４５７ △　　１，４９３ ３６
配 当 金 の 支 払 額 △　１３，６６９ △　１３，６６６ △　　　　　　３
少数株主への配当金の支払額 △　　　　４５６ △　　　　４７１ １５
子会社の自己株式の取得による支出 △　　２，５１６ 　　　　　　　 － △　　２，５１６
そ の 他 △　　　　　６８ ４ △　　　　　７２
財務活動によるキャッシュ財務活動によるキャッシュ財務活動によるキャッシュ財務活動によるキャッシュ・フロー・フロー・フロー・フロー △　２５，５９４△　２５，５９４△　２５，５９４△　２５，５９４ △　２９，６４３△　２９，６４３△　２９，６４３△　２９，６４３ ４，０４９４，０４９４，０４９４，０４９

現金及び現金同等物に係る換算差額現金及び現金同等物に係る換算差額現金及び現金同等物に係る換算差額現金及び現金同等物に係る換算差額 １，９６６１，９６６１，９６６１，９６６ ７３４７３４７３４７３４ １，２３２１，２３２１，２３２１，２３２
現金及び現金同等物の増減額現金及び現金同等物の増減額現金及び現金同等物の増減額現金及び現金同等物の増減額 ３０，６３９３０，６３９３０，６３９３０，６３９ △　３０，７４１△　３０，７４１△　３０，７４１△　３０，７４１ ６１，３８０６１，３８０６１，３８０６１，３８０
現金及び現金同等物の期首残高現金及び現金同等物の期首残高現金及び現金同等物の期首残高現金及び現金同等物の期首残高 １５７，０７８１５７，０７８１５７，０７８１５７，０７８ １８７，３２１１８７，３２１１８７，３２１１８７，３２１ △　３０，２４３△　３０，２４３△　３０，２４３△　３０，２４３
連結会社増加による現金及び現金同等物の増加額連結会社増加による現金及び現金同等物の増加額連結会社増加による現金及び現金同等物の増加額連結会社増加による現金及び現金同等物の増加額 １，８９８１，８９８１，８９８１，８９８ ４９８４９８４９８４９８ １，４００１，４００１，４００１，４００
現金及び現金同等物の期末残高現金及び現金同等物の期末残高現金及び現金同等物の期末残高現金及び現金同等物の期末残高 １８９，６１５１８９，６１５１８９，６１５１８９，６１５ １５７，０７８１５７，０７８１５７，０７８１５７，０７８ ３２，５３７３２，５３７３２，５３７３２，５３７



－13－

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

１．連結の範囲及び持分法の適用に関する事項

 （１）連 結 子 会 社          　６０社

　　　・主要会社名　　　北海道コカ・コーラボトリング㈱、ザ・インクテック㈱

　　　　　　　　　　　　㈱ディー･エヌ･ピー･ロジスティクス、大日本商事㈱

（２）持分法適用の関連会社　１０社

　　　・主要会社名　　　教育出版㈱

２．連結範囲及び持分法の適用の異動状況

（１）連 結 の 範 囲        

　　　・新　　　規　　　１０社　　　ディー・ティー・サーキットテクノロジー㈱

　　　　　　　　　　　　　　　　　　マイポイント・ドット・コム㈱　　　他８社

　　　・除　　　外　　　　１社　　　大日本倉庫㈱

（２）持分法適用の範囲

　　　・新　　　規　　　　１社　　　ディー・エー・ピー・テクノロジー㈱

　　　・除　　　外　　　な　し

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　　　連結子会社のうち、北海道コカ・コーラボトリング㈱他１６社の期末決算日は１２月３１日である

が、連結財務諸表の作成にあたっては同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要

な取引については、連結上必要な調整を行っている。

４．会計処理基準に関する事項

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法

　　　・有 価 証 券

　　　　　満期保有目的の債券          　　　主として償却原価法

　　　　　そ の 他 有 価 証 券          

　　　　　　　時価のあるもの　　　　決算期末日の市場価格等に基づく時価法

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　主として移動平均法により算定している。）

　　　　　　　時価のないもの　　　　主として移動平均法による原価法

　　　・デリバティブ　　　　　　　　主として時価法

　　　・棚 卸 資 産　　　　　　　　製品・仕掛品については、主として売価還元法による原価法
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（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法

　　　・有 形 固 定 資 産         　　　　　当社及び国内連結子会社は、主として定率法を採用している。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備

を除く）については、定額法を採用している。

また在外連結子会社は、主として定額法を採用している。

　　　・無 形 固 定 資 産         　　　　　主として定額法を採用している。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　なお、自社利用のソフトウェアについては、主として社内におけ

る利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用している。

（３）重要な引当金の計上基準

 　　　・貸 倒 引 当 金         　　　　　売掛債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。

 

　　　・賞 与 引 当 金         　　　　　従業員に対して翌期支給する賞与のうち、当連結会計年度に負担

すべき支給見込額を計上している。

　　　・退 職 給付 引当 金         　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上している。

会計基準変更時差異については、保有株式による退職給付信託を

設定し、残額について５年による均等額を費用処理している。

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定年数（主として６年）による定額法により費用処理している。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定年数（主として１１年）による定率

法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用

処理している。

 

 （４）重要なリース取引の処理方法

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい

ては、主として通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

 

 （５）消費税等の会計処理

　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。
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５．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

 資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する

短期投資からなる。

 

 

追 加 情 報追 加 情 報追 加 情 報追 加 情 報

（金 融 商 品 会 計）

　　当連結会計年度からその他有価証券のうち時価のあるものの評価の方法について、金融商品に係る

会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会　平成１１年１月２２

日））を適用している。

　　この結果、その他有価証券評価差額金 １，６２５ 百万円が計上されている。

注 記 事 項注 記 事 項注 記 事 項注 記 事 項

（連結貸借対照表関係）

当連結 会計年度 前 連結会計年度

１．有形固定資産の減価償却累計額 839,727 百万円 809,484 百万円

２．保　証　債　務 108 百万円 106 百万円

３．受取手形割引高 1,686 百万円 1,690 百万円

４．自 己 株 式 数       54,838 株 2,484 株

（連結損益計算書関係）

当連結 会計年度 前 連結会計年度

１．研 究 開 発 費 23,367 百万円 24,664 百万円

(販売費及び一般管理費、売上原価)
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５．５．５．５．セ グ メ ン ト 情 報セ グ メ ン ト 情 報セ グ メ ン ト 情 報セ グ メ ン ト 情 報

（１）事業の種類別セグメント情報

　当連結会計年度（平成１３年４月１日～平成１４年３月３１日）　　　　　　　　　　（単位：百万円）

印刷事業
清涼飲料
製造事業

計
消去又
は全社

連　結

Ⅰ　売　　上　　高
　(１)外部顧客に対する売上高              1,238,835 73,099 1,311,934 - 1,311,934
　(２)セグメント間の内部売上高
　　　又は振替高

549 - 549 △  549 -

計 1,239,384 73,099 1,312,483 △  549 1,311,934
　営　業　費　用 1,167,717 72,524 1,240,241 △  549 1,239,692
　　　　営　業　利　益 71,667 575 72,242 - 72,242
Ⅱ　資産、減価償却費及び資本的
　　支出
　　　資 産 1,381,484 51,507 1,432,991 △  533 1,432,458
　　　減価償却費 91,136 3,734 94,870 - 94,870
　　　資本的支出 80,867 4,229 85,096 - 85,096

　前連結会計年度（平成１２年４月１日～平成１３年３月３１日）　　　　　　　　　　（単位：百万円）

印刷事業
清涼飲料
製造事業

計
消去又
は全社

連　結

Ⅰ　売　　上　　高
　(１)外部顧客に対する売上高              1,268,415 73,620 1,342,035 - 1,342,035
　(２)セグメント間の内部売上高              
　　　又は振替高

592 - 592 △  592 -

計 1,269,007 73,620 1,342,627 △  592 1,342,035
　営　業　費　用 1,186,461 70,225 1,256,686 △  592 1,256,094
　　　　営　業　利　益 82,546 3,395 85,941 - 85,941
Ⅱ　資産、減価償却費及び資本的
　　支出
　　　資 産 1,437,308 52,650 1,489,958 △   87 1,489,871
　　　減価償却費 90,611 3,701 94,312 - 94,312
　　　資本的支出 99,352 3,698 103,050 - 103,050

（２）所在地別セグメント情報

　当連結会計年度及び前連結会計年度において、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの

資産の金額の合計額に占める日本の割合が、いずれも９０％を超えているため、記載を省略して

いる。

（３）海外売上高

 　　 
当 連 結 会 計 年 度
(13.4 .1～14.3 .3 1 )

前 連 結 会 計 年 度
(12.4 .1～13.3 .3 1 )

 Ⅰ  海 外 売 上 高  150,816  百万円  140,810  百万円
 Ⅱ  連 結 売 上 高  1,311,934  百万円  1,342,035  百万円

 Ⅲ  連結売上高に占める
 海 外 売 上 高 の 割 合  11.5  ％  10.5  ％

 　（注）１．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。

 　　　　２．連結売上高に占める割合が１０％以上のセグメントはない。
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６．６．６．６．リ ー ス 取 引 関 係リ ー ス 取 引 関 係リ ー ス 取 引 関 係リ ー ス 取 引 関 係

　１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

（１） リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

当連結会計年度 前 連結会計年度
　取 得 価 額 相 当 額 54,532 百万円 53,331 百万円
　減価償却累計額相当額 33,524 31,108
　期 末 残 高 相 当 額 21,008 22,223

　　　　　上記の金額のうち、主なものは「機械装置及び運搬具」である。

（２） 未経過リース料期末残高相当額

当連結会計年度 前 連結会計年度
1　年　内 9,475 百万円 9,237 百万円
1　年　超 11,533 12,986
合　計 21,008 22,223

　

（３） 支払リース料（減価償却費相当額）

当連結会計年度 前 連結会計年度
11,124 百万円 10,648 百万円

　　　　減価償却費相当額の算定方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法に

よっている。

　　　　上記注記は、有形固定資産の期末残高等に占める未経過リース料期末残高相当額の割合が低い

ため、支払利子込み法により算定している。

　２．オペレーティング・リース取引

　　　未経過リース料
当連結会計年度 前 連結会計年度

1　年　内 578 百万円 323 百万円
1　年　超 955 665
合　計 1,533 988
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７．７．７．７．有 価 証 券 関 係有 価 証 券 関 係有 価 証 券 関 係有 価 証 券 関 係
　
　当 連 結 会 計 年 度

１． その他有価証券で時価のあるもの

　　　（平成１４年３月３１日現在）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

種　類 取 得 原 価 連結貸借対照表
計 上 額 差　額

株　式 21,147 39,129 17,982連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの 小　計 21,147 39,129 17,982

株　式 62,671 47,528 △ 15,143

その他 252 150 △　  101
連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

小　計 62,923 47,678 △ 15,244

合　　　計 84,070 86,808 2,738

２． 当連結会計年度中に売却したその他有価証券

　　　（自 平成１３年４月１日　至 平成１４年３月３１日）

売　却　額 売却益の合計額 売却損の合計額

1,022 百万円 336 百万円 771 百万円

３． 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額

　　　（平成１４年３月３１日現在）

（１） 満期保有目的の債券

非上場外国債券 13,000 百万円

そ　　の　　他 2,182

（２）その他有価証券

非 上 場 株 式（店頭売買株式を除く） 22,093 百万円

そ　　の　　他 81

４． その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額

　　　（平成１４年３月３１日現在）

１ 年 以 内
１ 年 超
５ 年 以 内

５ 年 超
1 0 年以内

債　券

　社　債 5 百万円 6 百万円 － 百万円

　その他 3,160 11 12,000

合　計 3,165 17 12,000
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　前 連 結 会 計 年 度

　１．前連結会計年度中に売却したその他有価証券

　　　（自 平成１２年４月１日　至 平成１３年３月３１日）

売　却　額 売却益の合計額 売却損の合計額

1,765 百万円 585 百万円 96 百万円

　２．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額

　　　（平成１３年３月３１日現在）

１ 年 以 内
１ 年 超
５ 年 以 内

５ 年 超
1 0 年以内

債　券

　社　債 － 百万円 5 百万円 － 百万円

　その他 2,020 3,033 14,000

合　計 2,020 3,038 14,000
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８．８．８．８．デ リ バ テ ィ ブ 取 引デ リ バ テ ィ ブ 取 引デ リ バ テ ィ ブ 取 引デ リ バ テ ィ ブ 取 引

　当連結会計年度（平成１４年３月３１日現在）

　　　通 貨 関 連　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）
当連結会計年度末（１４．３．３１現在）
契　　約　　額　　等

区
　
分

種　　類
うち １ 年 超

時　　価 評 価 損 益

為替予約取引

売　　　建

　米 ド ル 11,169 　　－ 11,394 △  225

　ユ ー ロ    9 　　－ 10 △　　1

買　　　建

　米 ド ル 202 　　－ 198 △　　4

市
場
取
引
以
外
の
取
引

合　　　計 　　－ 　　－ 　　－ △  230

　　（注）１．時価の算定方法

　　　　　　　先物為替相場によっている。

　　　　　２．ヘッジ会計が適用されているものについては、記載対象から除いている。

　前連結会計年度（平成１３年３月３１日現在）

　　　通 貨 関 連　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）
前連結会計年度末（１３．３．３１現在）
契　　約　　額　　等

区
　
分

種　　類
うち １ 年 超

時　　価 評 価 損 益

為替予約取引

売　　　建

　米 ド ル 12,254 　　－ 13,074 △  820

　ﾄﾞｲﾂﾏﾙｸ 4 　　－ 5 △　　1

買　　　建

　米 ド ル 57 　　－ 58 1

市
場
取
引
以
外
の
取
引 　

合　　　計 　　－ 　　－ 　　－ △  820

　　（注）１．時価の算定方法

　　　　　　　先物為替相場によっている。

　　　　　２．ヘッジ会計が適用されているものについては、記載対象から除いている。
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９．９．９．９．退 職 給 付退 職 給 付退 職 給 付退 職 給 付
（１）退職給付債務に関する事項
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

当 連 結 会 計 年 度 末
（１４．３．３１　現　在 ）

前 連 結 会 計 年 度 末
（１３．３．３１　現　在 ）

イ．退職給付債務 △　２０４，０８４ △　１８６，５９３

ロ．年金資産 １０１，７９９ １０６，４９４

ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ） △　１０２，２８５ △　　８０，０９９

ニ．会計基準変更時差異の未処理額 １８，１９７ ２４，２３２

ホ．未認識数理計算上の差異 ４４，０２６ ２３，２８５

ヘ．未認識過去勤務債務（債務の減額） △　　　４，２４０ －

ト．連結貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ＋ホ＋ヘ） △　　４４，３０２ △　　３２，５８２

チ．前払年金費用 ３３ ２３

リ．退職給付引当金（ト－チ） △　　４４，３３５ △　　３２，６０５

（２） 退職給付費用に関する事項
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

当 連 結 会 計 年 度
（13.4.1～14.3.31）

前 連 結 会 計 年 度
（12.4.1～13.3.31）

イ．勤務費用 ７，６２５ ７，８７９

ロ．利息費用 ６，２３７ ５，８１８

ハ．期待運用収益 △　　　３，１６９ △　　　３，７９９

ニ．会計基準変更時差異の費用処理額 ６，０６６ ２１，４９０

ホ．数理計算上の差異の費用処理額 ４，１３３ －

ヘ．過去勤務債務の費用処理額 △　　　　　８４８ －

ト．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ） ２０，０４４ ３１，３８８

（３）退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

当 連 結 会 計 年 度
（13.4.1～14.3.31）

前 連 結 会 計 年 度
（12.4.1～13.3.31）

イ．退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同　左
ロ．割引率 ３．０％ ３．５％
ハ．期待運用収益率 主として　３．２％ 主として　３．４％

ニ．過去勤務債務の額の処理年数 主として６年
（発生時の従業員の
平均残存勤務期間以
内の一定年数による
定額法）

　　－

ホ．数理計算上の差異の処理年数 主として　１１年
（発生時の従業員の
平均残存勤務期間以
内の一定年数による
定率法により翌連結
会計年度から費用処
理）

同　左

ヘ．会計基準変更時差異の処理年数 ５年 同　左



平成 14年 3月期 個別財務諸表の概要    平成 14年 4月 30日

上   場   会   社   名    大  日  本  印  刷  株  式  会  社 上場取引所 東 大 名

コード番号    7912 本社所在都道府県

（ ＵＲＬ　http：//www.dnp.co.jp ） 東京都

問合せ先  責任者役職名 専務取締役

　　　　　　  氏　　        名　　　　山田　雅義 TEL (03) 5225 - 8080
決算取締役会開催日　　平成 14年 4月 30日 中間配当制度の有無　　有
定時株主総会開催日　　平成 14年 6月 27日 単元株制度採用の有無　有(１単元　1,000 株)

１. 14年  3月期の業績（平成 13年 4月 1日 ～ 平成 14年 3月 31日）
(1)経営成績          （百万円未満の端数は切り捨てて表示しています。）

　　　　　売　　上　　高 　　　　  営　業　利　益 　　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

14年  3月期 1,121,696 △ 3.5 34,800 △ 27.5 53,999 △ 23.4

13年  3月期 1,162,403 4.4 48,023 △ 13.2 70,461 △ 12.5

         　当 期 純 利 益
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資　本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

14年  3月期 5,699 △ 80.7 7.50 7.50 0.6 4.3 4.8

13年  3月期 29,544 △ 32.0 38.90 38.51 3.4 5.6 6.1
(注)①期中平均株式数 14年  3月期   759,464,998 株　　　13年  3月期   759,480,693 株 

     ②会計処理の方法の変更　　　 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況
         １株当たり年間配当金 配当金総額 株主資本

中間 期末 (年間) 配当率
円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

14年  3月期 18.00 9.00 9.00 13,670 239.9 1.5

13年  3月期 18.00 9.00 9.00 13,670 46.3 1.5

（注）14年  3月期期末配当金の内訳　　　記念配当　－ 円 － 銭 、　特別配当　－ 円 － 銭 

(3)財政状態
      　　　総  資  産         　株  主  資　本        株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

14年  3月期 1,234,322 882,682 71.5 1,162.30

13年  3月期 1,288,135 889,447 69.0 1,171.13

(注)①期末発行済株式数　14年  3月期    　759,425,855 株　13年  3月期    　759,480,693 株

 　 ②期末自己株式数　　14年  3月期         　54,838 株

２. 15年  3月期の業績予想（ 平成 14年 4月 1日  ～  平成 15年 3月 31日 ）
　　　　１株当たり年間配当金
中間 期末

百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

中間期 570,000 22,500 7,500 9.00 － －

通　　期 1,150,000 44,000 16,000 － 9.00 18.00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   　21 円 07 銭 

※　上記の予想には、本資料の発表日現在の将来に関する前提・見通し・計画に基づく予測が含まれております。
　　　当社の事業を取り巻く経済情勢、市場の動向、為替の変動等にかかわるリスクや不確定要因により実際の

　　　業績が記載の予想数値と異なる可能性があります。

配当性向

売上高 経常利益 当期純利益

－22－
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１．１．１．１．経 営 成 績経 営 成 績経 営 成 績経 営 成 績
（１）当期及び次期の業績の概況

当期のわが国経済は、民間設備投資の減少や個人消費の低迷など国内需要の落ち込みに加えて、米

国経済の減速などから企業収益が大幅に悪化するなど、一段と深刻さを増しました。

このような情勢のもと、当社は積極的な営業活動を展開するとともに、「事業構造改革」と「コスト

構造改革」の２つの改革を強力に推進しましたが、民間需要の落ち込みや、企業間の競争激化などの

影響を受け、経営環境は非常に厳しいものとなりました。

　　　その結果、当期の売上高は 1 兆１，２１６億円（前期比 3.5％減）、当期純利益は ５６億円（前期

比 80.7％減）となりました。

　　情報メディア部門　　情報メディア部門　　情報メディア部門　　情報メディア部門（売上高　6,141億円、前期比　3.4％減）

書籍・定期刊行物関連は、新刊書籍が増加しましたが、長引く出版市場の低迷により、定期刊行物

は、週刊誌、月刊誌ともに減少し、全体でも前年を下回りました。

商業印刷物関連では、カタログは前年を上回りましたが、チラシ、パンフレットに加え、ＰＯＰ・

プレミアムなどの販促物についても減少し、全体で前年を下回りました。

ビジネスフォーム関連は、プリペイドカードは前年を下回りましたが、パーソナルメールなどのＩ

ＰＳが大きく伸び、全体では増加しました。

　　　　　　　　生 活 構 材 部 門生 活 構 材 部 門生 活 構 材 部 門生 活 構 材 部 門                                （売上高　2,960 億円、前期比　3.8％減）

包装関連は、食品・菓子用の軟包装材は増加したものの、一般紙器やプラスチック容器が減少し、

全体では前年を下回りました。

建材関連は、輸出製品は好調でしたが、国内住宅需要の減少により、全体で前年を下回りました。

　　情報電子部材部門　　情報電子部材部門　　情報電子部材部門　　情報電子部材部門（売上高　2,114億円、前期比　3.3％減）

　　　エレクトロニクス関連は、カラーフィルター、フォトマスク、プロジェクションスクリーンは増加

しましたが、シャドウマスクが大幅に減少し、全体でも低調でした。

　　　情報記録材関連では、リチウムイオン２次電池用の電極材は伸長しましたが、普通紙ファクシミリ

用インクリボン、カラープリンター用インクリボンは、ともに在庫調整から減少し、全体でも前年を

下回りました。

（２）次期の見通し

今後の見通しについては、一部に明るい兆しも見られますが、設備投資や個人消費の動向は予断を

許さず、景気の先行きは、依然として厳しい状況が続くことが予想されます。

印刷業界においても、既存市場の成長鈍化に伴う競争の激化により、厳しい経営環境が続くものと

思われます。

ＤＮＰグループは、２１世紀ビジョンの具現化に向けて、「事業構造改革」と「コスト構造改革」を

引続き強力に推進して、市場の変化に迅速に対応し、徹底した効率化、合理化を進めていきます。

現段階では次期の売上高は １兆１，５００億円、当期純利益は １６０億円を見込んでいます。
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　部門別売上高の推移

当　　　　期
　自13.4. 1

前　　　　期
　自12.4. 1 増　　　　減

　　　期　　　別

部 門 別
　至14.3.31 構成比 　至13.3.31 構成比 金　　　額 率

情 報 メ デ ィ ア
百万円

６１４，１６１
％
54.7

百万円
６３５，９４１

％
54.7

百万円
△　２１，７８０

％
△ 3.4

生 活 構 材 ２９６，０７４ 26.4 ３０７，８９７ 26.5 △　１１，８２３ △ 3.8

情 報 電 子 部 材 ２１１，４６０ 18.9 ２１８，５６４ 18.8 △　　７，１０４ △ 3.3

合       計 １，１２１，６９６ 100.0 １，１６２，４０３ 100.0 △　４０，７０７ △ 3.5
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２．２．２．２．個 別 財 務 諸 表個 別 財 務 諸 表個 別 財 務 諸 表個 別 財 務 諸 表

比 較 貸 借 対 照 表比 較 貸 借 対 照 表比 較 貸 借 対 照 表比 較 貸 借 対 照 表

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

科　　　　　目
当　　　　期

（ １４．３．３１　現  在 ）
前　　　　期

（ １３．３．３１　現  在 ）
増　　　減

【 資 産 の 部 】【 資 産 の 部 】【 資 産 の 部 】【 資 産 の 部 】
流 動 資 産流 動 資 産流 動 資 産流 動 資 産 （　　　５５１，４９９（　　　５５１，４９９（　　　５５１，４９９（　　　５５１，４９９    ）））） （　　　５８２，９０９（　　　５８２，９０９（　　　５８２，９０９（　　　５８２，９０９    ）））） （　　△　３１，４１０（　　△　３１，４１０（　　△　３１，４１０（　　△　３１，４１０    ））））
現 金 及 び 預 金 １４３，８９９ １３９，６６７ ４，２３２
受 取 手 形 １０８，０３５ １１７，２５６ △　　９，２２１
売 掛 金 ２６７，２８７ ２８４，３２２ △　１７，０３５
有 価 証 券 ３，１５９ ２，０１９ １，１４０
自 己 株 式 － ３ △　　　　　　３
商品・製品・仕掛品 ２１，８７０ ２７，３１２ △　　５，４４２
原材料及び貯蔵品 ３，５１８ ４，２９４ △　　　　７７６
繰 延 税 金 資 産 ５，０３６ ６，６２３ △　　１，５８７
その他の流動資産 ２，１８１ ５，１７０ △　　２，９８９
貸 倒 引 当 金 △　　３，４８８ △　　３，７６２ ２７４

固 定 資 産固 定 資 産固 定 資 産固 定 資 産 （　　　６８２，８２２（　　　６８２，８２２（　　　６８２，８２２（　　　６８２，８２２    ）））） （　　　７０５，２２５（　　　７０５，２２５（　　　７０５，２２５（　　　７０５，２２５    ）））） （　　△　２２，４０３（　　△　２２，４０３（　　△　２２，４０３（　　△　２２，４０３    ））））
（有形固定資産）（有形固定資産）（有形固定資産）（有形固定資産） （　　　４３８，６９２（　　　４３８，６９２（　　　４３８，６９２（　　　４３８，６９２    ）））） （　　　４５４，６７２（　　　４５４，６７２（　　　４５４，６７２（　　　４５４，６７２    ）））） （　　△　１５，９８０（　　△　１５，９８０（　　△　１５，９８０（　　△　１５，９８０    ））））
建 物 １４３，２０５ １４９，８４５ △　　６，６４０
構 築 物 ９，６９７ １０，７０６ △　　１，００９
機 械 装 置 １６１，７７１ １７９，５５６ △　１７，７８５
車 両 運 搬 具 １１４ １４８ △　　　　　３４
工 具 器 具 備 品 １１，０１３ １２，９６８ △　　１，９５５
土 地 １０４，２９９ ９５，４１２ ８，８８７
建 設 仮 勘 定 ８，５８９ ６，０３４ ２，５５５

（無形固定資産）（無形固定資産）（無形固定資産）（無形固定資産） （　　　　１９，８５９（　　　　１９，８５９（　　　　１９，８５９（　　　　１９，８５９    ）））） （　　　　２０，１２１（　　　　２０，１２１（　　　　２０，１２１（　　　　２０，１２１    ）））） （　　△　　　　２（　　△　　　　２（　　△　　　　２（　　△　　　　２６２６２６２６２    ））））
ソ フ ト ウ ェ ア １５，７８１ １５，１７９ ６０２
その他の無形固定資産 ４，０７８ ４，９４１ △　　　　８６３

（（（（    投 資 等投 資 等投 資 等投 資 等    ）））） （　　　２２４，２７１（　　　２２４，２７１（　　　２２４，２７１（　　　２２４，２７１    ）））） （　　　２３０，４３２（　　　２３０，４３２（　　　２３０，４３２（　　　２３０，４３２    ）））） （　　△　　６，１６１（　　△　　６，１６１（　　△　　６，１６１（　　△　　６，１６１    ））））
投 資 有 価 証 券 １２１，３９７ １４２，１９８ △　２０，８０１
子 会 社 株 式 ３１，０４７ ２７，２４３ ３，８０４
長 期 貸 付 金 ３８，３５３ ３８，６７９ △　　　　３２６
繰 延 税 金 資 産 ２９，９０９ １４，５７７ １５，３３２
そ の 他 の 投 資 等 １４，６４７ １４，８２９ △　　　　１８２
貸 倒 引 当 金 △　１１，０８４ △　　７，０９５ △　　３，９８９

資　　産　　合　　計資　　産　　合　　計資　　産　　合　　計資　　産　　合　　計 １，２３４，３２２１，２３４，３２２１，２３４，３２２１，２３４，３２２ １，２８８，１３５１，２８８，１３５１，２８８，１３５１，２８８，１３５ △　５３，８１３△　５３，８１３△　５３，８１３△　５３，８１３

（ 当　　　期 ） （ 前　　　期 ）

（注）１. 有形固定資産の減価償却累計額 ６２５，８５８ 百万円 ６１３，２０７ 百万円
２. 保 証 債 務 １０８ 百万円 ８３ 百万円
３. 受 取 手 形 割 引 高 １，５３０ 百万円 １，６９０ 百万円
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

科　　　　目
当　　　　期

（ １４．３．３１　現  在 ）
前　　　　期

（ １３．３．３１　現  在 ）
増　　減

【 負 債 の 部 】【 負 債 の 部 】【 負 債 の 部 】【 負 債 の 部 】

流 動 負 債流 動 負 債流 動 負 債流 動 負 債                                （　　　２９３，４５４（　　　２９３，４５４（　　　２９３，４５４（　　　２９３，４５４    ）））） （　　　３３０，２００（　　　３３０，２００（　　　３３０，２００（　　　３３０，２００    ）））） （　△　３６，７４６（　△　３６，７４６（　△　３６，７４６（　△　３６，７４６    ））））

支 払 手 形 ３８，８０４ ５３，０９４ △　１４，２９０

買 掛 金 １７１，３５２ １８３，０２８ △　１１，６７６

一年内償還転換社債 １９，１８１ 　　　　　　　　　　－ １９，１８１

未 払 金 １９，５２５ ３６，６６２ △　１７，１３７

未 払 法 人 税 等 ８，３３６ １６，０８１ △　　７，７４５

未 払 費 用 １８，９０３ ２０，６８９ △　　１，７８６

賞 与 引 当 金 ５，４３４ ７，２５７ △　　１，８２３

設備関係支払手形 ８，５００ １０，８５５ △　　２，３５５

その他の流動負債 ３，４１６ ２，５２９ ８８７

固 定 負 債固 定 負 債固 定 負 債固 定 負 債                                （　　　　５８，１８５（　　　　５８，１８５（　　　　５８，１８５（　　　　５８，１８５    ）））） （　　　　６８，４８７（　　　　６８，４８７（　　　　６８，４８７（　　　　６８，４８７    ）））） （　△　１０，３０２（　△　１０，３０２（　△　１０，３０２（　△　１０，３０２    ））））

転 換 社 債 ２９，６６３ ４８，８４４ △　１９，１８１

退 職 給 付 引 当 金 ２８，５２２ １９，６４３ ８，８７９

負　　債　　合　　計負　　債　　合　　計負　　債　　合　　計負　　債　　合　　計 ３５１，６３９ ３９８，６８７ 　　△　４７，０４８

【 資 本 の 部 】【 資 本 の 部 】【 資 本 の 部 】【 資 本 の 部 】

資 本 金資 本 金資 本 金資 本 金                                （　　　１１４，４６４（　　　１１４，４６４（　　　１１４，４６４（　　　１１４，４６４    ）））） （　　　１１４，４６４（　　　１１４，４６４（　　　１１４，４６４（　　　１１４，４６４    ）））） （　　　　　　　　－（　　　　　　　　－（　　　　　　　　－（　　　　　　　　－    ））））

法 定 準 備 金法 定 準 備 金法 定 準 備 金法 定 準 備 金                                （　　　１６８，１９８（　　　１６８，１９８（　　　１６８，１９８（　　　１６８，１９８    ）））） （　　　１６７，４８８（　　　１６７，４８８（　　　１６７，４８８（　　　１６７，４８８    ）））） （　　　　　　７１０（　　　　　　７１０（　　　　　　７１０（　　　　　　７１０    ））））

資 本 準 備 金 １４４，８９８ １４４，８９８ 　　　　　　　　－

利 益 準 備 金 ２３，３００ ２２，５９０ 　　　　　　　７１０

剰 余 金剰 余 金剰 余 金剰 余 金                                （　　　５９８，６２２（　　　５９８，６２２（　　　５９８，６２２（　　　５９８，６２２    ）））） （　　　６０７，４９４（　　　６０７，４９４（　　　６０７，４９４（　　　６０７，４９４    ）））） （　△　　８，８７２（　△　　８，８７２（　△　　８，８７２（　△　　８，８７２    ））））

特 別 償 却 準 備 金 ７５１ ５９３ １５８

海外投資等損失準備金 １２ １１ １

固定資産圧縮積立金 １９１ １７６ １５

別 途 積 立 金 ５８９，７８０ ５７５，７８０ １４，０００

当 期 未 処 分 利 益 ７，８８６ ３０，９３２ △　２３，０４６

[ うち当期純利益] ［　　　　　５，６９９ ］ ［　　　　２９，５４４ ］ ［　△　２３，８４５ ］

その他有価証券評価差額金その他有価証券評価差額金その他有価証券評価差額金その他有価証券評価差額金 １，４６７１，４６７１，４６７１，４６７ 　　　　　　　　　　－　　　　　　　　　　－　　　　　　　　　　－　　　　　　　　　　－ １，４６７１，４６７１，４６７１，４６７

自 己 株 式自 己 株 式自 己 株 式自 己 株 式                                △　　　　　７０△　　　　　７０△　　　　　７０△　　　　　７０ 　　　　　　　　　　－　　　　　　　　　　－　　　　　　　　　　－　　　　　　　　　　－ △　　　　　７０△　　　　　７０△　　　　　７０△　　　　　７０

資　　本　　合　　計資　　本　　合　　計資　　本　　合　　計資　　本　　合　　計 　　　　８８２，６８２　　　　８８２，６８２　　　　８８２，６８２　　　　８８２，６８２ 　　　　８８９，４４７　　　　８８９，４４７　　　　８８９，４４７　　　　８８９，４４７ △　　６，７６５△　　６，７６５△　　６，７６５△　　６，７６５

負債及び資本合計負債及び資本合計負債及び資本合計負債及び資本合計 　　１，２３４，３２２　　１，２３４，３２２　　１，２３４，３２２　　１，２３４，３２２ 　　１，２８８，１３５　　１，２８８，１３５　　１，２８８，１３５　　１，２８８，１３５ △　５３，８１３△　５３，８１３△　５３，８１３△　５３，８１３
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比 較 損 益 計 算 書比 較 損 益 計 算 書比 較 損 益 計 算 書比 較 損 益 計 算 書                                        

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

科　　　　目
当 　　　期

（13.4.1～14.3.31）
前　　　　期

（12.4.1～13.3.31）
増　　　減

        　　　　【　【　【　【　経 常 損 益 の 部経 常 損 益 の 部経 常 損 益 の 部経 常 損 益 の 部                                        　】　】　】　】
営 業 損 益 の 部営 業 損 益 の 部営 業 損 益 の 部営 業 損 益 の 部
売 上 高 １，１２１，６９６ １，１６２，４０３ △　４０，７０７
売 上 原 価 ９８０，４４５ １，００８，４９４ △　２８，０４９
販売費及び一般管理費 １０６，４５０ １０５，８８４ ５６６
営 業 利 益営 業 利 益営 業 利 益営 業 利 益 ３４，８００３４，８００３４，８００３４，８００ ４８，０２３４８，０２３４８，０２３４８，０２３ △　１３，２２３△　１３，２２３△　１３，２２３△　１３，２２３

営 業 外 損 益 の 部営 業 外 損 益 の 部営 業 外 損 益 の 部営 業 外 損 益 の 部
営 業 外 収 益 ６９，２８０ ７４，７９９ △　　５，５１９
受取利息及び配当金 ４，３０１ ４，９５２ △　　　　６５１
その他の営業外収益 ６４，９７８ ６９，８４７ △　　４，８６９
営 業 外 費 用 ５０，０８１ ５２，３６１ △　　２，２８０
支 払 利 息 ８２１ ９９９ △　　　　１７８
その他の営業外費用 ４９，２５９ ５１，３６２ △　　２，１０３
経 常 利 益経 常 利 益経 常 利 益経 常 利 益 ５３，９９９５３，９９９５３，９９９５３，９９９ ７０，４６１７０，４６１７０，４６１７０，４６１ △　１６，４６２△　１６，４６２△　１６，４６２△　１６，４６２

        　　　　【　【　【　【　特 別 損 益 の 部特 別 損 益 の 部特 別 損 益 の 部特 別 損 益 の 部                                        　】　】　】　】
特 別 利 益 ８２５ １５，１７２ △　１４，３４７
固 定 資 産 売 却 益 ３１７ １８０ １３７
投資有価証券売却益 ３５４ ５８５ △　　　　２３１
投資評価引当金取崩額 － ２，８００ △　　２，８００
退職給付信託設定益 － １１，３１６ △　１１，３１６
関 係 会 社 清 算 益 １５３ ２９０ △　　　　１３７
特 別 損 失 ４７，１３２ ３５，４４６ １１，６８６
固定資産売却損及び除却損 １０，１２９ ４，８１３ ５，３１６
投資有価証券売却損 ８０７ １４５ ６６２
投資有価証券評価損 ３０，６６６ ３，２５０ ２７，４１６
関係会社株式評価損 ４０ ２，７３０ △　　２，６９０
ゴルフ会員権評価損 ６１ ２２０ △　　　　１５９
ゴルフ会員権等貸倒引当金繰入額 ２７６ ６８０ △　　　　４０４
退職給付引当金繰入額 ５，０５３ ２０，４８６ △　１５，４３３
従 業 員 臨 時 退 職 金 ９６ ３０１ △　　　　２０５
関 係 会 社 清 算 損 － ２，８１６ △　　２，８１６
税 引 前 当 期 純 利 益税 引 前 当 期 純 利 益税 引 前 当 期 純 利 益税 引 前 当 期 純 利 益 ７，６９２７，６９２７，６９２７，６９２ ５０，１８８５０，１８８５０，１８８５０，１８８ △　４２，４９６△　４２，４９６△　４２，４９６△　４２，４９６
法人税、住民税及び事業税 １６，８００ ２７，３００ △　１０，５００
法 人 税 等 調 整 額 △　１４，８０７ △　　６，６５５ △　　８，１５２
当 期 純 利 益当 期 純 利 益当 期 純 利 益当 期 純 利 益 ５，６９９５，６９９５，６９９５，６９９ ２９，５４４２９，５４４２９，５４４２９，５４４ △　２３，８４５△　２３，８４５△　２３，８４５△　２３，８４５
前 期 繰 越 利 益 ９，０２３ ８，９０６ １１７
中 間 配 当 額 ６，８３５ ６，８３５ ０
利 益 準 備 金 積 立 額 － ６８３ △　　　　６８３
当 期 未 処 分 利 益当 期 未 処 分 利 益当 期 未 処 分 利 益当 期 未 処 分 利 益 ７，８８６７，８８６７，８８６７，８８６ ３０，９３２３０，９３２３０，９３２３０，９３２ △　２３，０４６△　２３，０４６△　２３，０４６△　２３，０４６
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比 較 利 益 処 分 案比 較 利 益 処 分 案比 較 利 益 処 分 案比 較 利 益 処 分 案                                        

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

科　　　　目
当 　　　期

（13.4.1～14.3.31）
前　　　　期

（12.4.1～13.3.31）
増　　　減

　当 期 未 処 分 利 益               ７，８８６ ３０，９３２ △　２３，０４６

　特別償却準備金取崩額               １３７ １００ ３７

　海外投資等損失準備金取崩額               ０ － ０

　固定資産圧縮積立金取崩額               ３５ ２６ ９

別 途 積 立 金 取 崩 額 ８，０００ － ８，０００

計 １６，０６０ ３１，０５９ 　△　１４，９９９

これを次の通り処分します。

　利 益 準 備 金               － ７１０ △　　　　７１０

　利 益 配 当 金               ６，８３４ ６，８３５ △　　　　　　 1
　　（ １ 株 につ き ） （　９円００銭 ） （　９円００銭 ）

　取 締 役 賞 与 金               １７０ １９０ △  　　　　２０

　特 別 償 却 準 備 金               １３２ ２５８ △          １２６

　海外投資等損失準備金               １ ０ １

　固 定 資 産 圧 縮 積 立 金               ３６ ４１ △　　　  　　５

　別 途 積 立 金               － １４，０００ △　１４，０００

　次 期 繰 越 利 益               ８，８８５ ９，０２３ △　　　　１３８

（注）１．平成１３年１２月１０日に６，８３５百万円（１株につき９円００銭）の中間配当を実施いた

しました。

　　　２．特別償却準備金、海外投資等損失準備金、固定資産圧縮積立金の各取崩額及び特別償却準備

金、海外投資等損失準備金、固定資産圧縮積立金の各積立額は租税特別措置法の規定に基づ

くものであります。

　　　３．利益配当金は、自己株式５４，８３８株を除いております。



－29－

財務諸表作成のための基本となる重要な事項財務諸表作成のための基本となる重要な事項財務諸表作成のための基本となる重要な事項財務諸表作成のための基本となる重要な事項

１．有価証券の評価基準及び評価方法

（１）満 期 保 有 目 的 の 債 券 償却原価法

（２）子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法

（３）そ の 他 有 価 証 券
・時価のあるもの 決算期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却
原価は移動平均法により算定している。）

・時価のないもの 移動平均法による原価法

２．棚卸資産の評価基準及び評価方法

（１）商 品 個別法による原価法

（２）製 　 品 、 仕 掛 品 売価還元法による原価法

（３）原 材 料 移動平均法による原価法

（４）貯 蔵 品 最終仕入原価法による原価法

３．デリバティブの評価基準　　 時 価 法

４．固 定 資 産 の 減 価 償 却 の 方 法
（１）有 形 固 定 資 産 定 率 法

ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備
を除く）については、定額法を採用している。
なお、取得価額が１０万円以上２０万円未満の資産については、
３年間で均等償却する方法を採用している。

（２）無 形 固 定 資 産 定 額 法
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可
能期間（５年）に基づく定額法を採用している。

５．引 当 金 の 計 上 基 準
（１）貸 倒 引 当 金 売掛債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別
に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。

（２）賞 与 引 当 金 従業員に対して翌期支給する賞与のうち、当期の負担すべき支給
見込額を計上している。

（３）退 職 給 付 引 当 金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付
債務及び年金資産の見込額に基づき計上している。
会計基準変更時差異については、保有株式による退職給付信託を
設定し、残額について５年による均等額を費用処理している。
過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の
一定年数（６年）による定額法により費用処理している。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均
残存勤務期間以内の一定年数（１１年）による定率法により按分
した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理している。
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６．リ ー ス 取 引 の 処 理 方 法 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外
のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引
に係る方法に準じた会計処理によっている。

７．消 費 税 等 の 会 計 処 理 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

追 加 情 報追 加 情 報追 加 情 報追 加 情 報

（金 融 商 品 会 計）

　　当期からその他有価証券のうち時価のあるものの評価の方法について、金融商品に係る会計基準（「金

融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会　平成１１年１月２２日））を適用して

いる。

　　この結果、その他有価証券評価差額金 １，４６７ 百万円が計上されている。

（自 己 株 式）

　　前期において貸借対照表の資産の部に計上していた「自己株式」は、財務諸表等規則の改正により

当期末においては資本の部の末尾に表示している。
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３．３．３．３．リ ー ス 取 引 関 係リ ー ス 取 引 関 係リ ー ス 取 引 関 係リ ー ス 取 引 関 係
　１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

　（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

当 期 前 期
取 得 価 額 相 当 額 18,446 百万円 18,910 百万円

減価償却累計額相当額 13,001 12,462

期 末 残 高 相 当 額 5,444 6,447

　　　　　上記の金額のうち、主なものは「機械及び装置」である。

　（２）未経過リース料期末残高相当額

当 期 前 期

1　年　内 2,475 百万円 2,938 百万円

1　年　超 2,969 3,508

合　　計 5,444 6,447

　
　（３）支払リース料（減価償却費相当額）

当 期 前 期

3,169 百万円 3,306 百万円

減価償却費相当額の算定方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法に

よっている。

上記注記は、有形固定資産の期末残高等に占める未経過リース料期末残高相当額の割合が

低いため、支払利子込み法により算定している。

　２．オペレーティング・リース取引

　　　未経過リース料
当 期 前 期

1　年　内 73 百万円 35 百万円

1　年　超 3 5

合　　計 76 40

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　　上


